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研究成果の概要（和文）：本研究は、いわゆる「格差問題」についての憲法学からの規範的指針
を導出することを目的とし、アメリカを比較対象としながら、検討した。その結果、立法府に
は憲法上の社会権規定を重視したきめ細やかな法制度の構築が求められるとともに、司法は、
２５条２項、２７条２項という社会法の制定自体は原則合憲とする規定に過度に依存せずに、給付
水準についてもその条項の存在意義を強く意識した上で審査を行うべきとの規範的指針を導出
した。

研究成果の概要(英文）：ThisresearchaimstoderivenormEltiveprinciplesabouttheissueof
economicinequality）ｏｒｔｈｅｇａｐｂｅｔｗｅｅｎｒｉｃｈａｎｄｐｏｏｌ；bycomparingargumentsfrom
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られており、憲法学から「格差問題」の解決

の指針が-1-分に提示されていたとは言い難
かった。憲法学において「格差問題」に対応

する権利は社会権であるが、その社会権論は、
他の分野ほどには「格差問題」を真正面から
は取り扱っていなかった。その理由の１つは、
憲法上の社会権の「権利」としての切れ味の

１．研究開始当初の背景

①いわゆる「格差問題」をめぐる議論におけ
る、社会権論（憲法学）の「自制」

いわゆる「格差問題」をめぐる議論は、研
究開始当初から活発であった。しかし、「法

学」の研究者による「格差問題」の検討の多
くは、社会保障法学、労働法学によって占め

直接経費 間接経費 合計

２０１０年度 700000 210,00(） 910,000

２０１１年度 500,000 150,000 650000

年度

年度

年度

総計 Ｌ200,000 3６００００ 1,ij60,000



悪さである。社会権は、その権利が憲法のみ

を根拠にして実現されることはないため、社
会保障法や労働法などの社会権に関連する
法律学が「格差問題」を積極的に取り上げて

いたこともあり、憲法学は独自に｢格差問題」
を正面から取り上げることを、いわば「口制」
してきた。

②憲法学が「格差問題」に狐Iﾖに取り組む必
要性の認識

しかし「格差問題」について、他分野にお

ける議論を踏まえつつも、憲法学ならではの

主張を述べる必要性は、憲法学内部において
自覚的にも、また他分野からの要請を受ける
かたちにおいても、認識されはじめていた。

例えば、福祉問題については、２００８年の全
国憲法研究会の通年の学会テーマは「グロー
バリゼーション。『格差社会』。憲法理論」で
あり、憲法学の内部で、活発な議論が展開さ
れた。また、社会保障法学からも、憲法学に

寄せる期待は大きく、２００６年の季刊社会保
障４１巻４号の特集は「社会保障と憲法」で
あり、憲法学者も２名論考を寄せている。さ

らに、労働問題については、２００８年の８０巻
１２号の特集の「新たな労働者保護のかたち」
において、憲法学を含め、５つの研究分野に

よる論考が載せられている。労働問題につい
ては、憲法学内部というよりは、労働法学か

ら、憲法学からの指針を求める要請がおこな
われており、今後の議論の深化が求められて
いた。

③従来の社会権論の３つの問題点
「格差問題」に対応する憲法学上の主要な

分野は社会権論であるが、従来の社会権論に
は３つの問題点を指摘することができた。第

一に、憲法学ならではの議論を展開しようと

するあまりに、社会権論における主観的権利
の裁判規範性を高めることのみに焦点を当

ててきたことである。第二に、社会椎の主観
的「権利」としての側而に焦点を当て、社会
権"保障に資する客観法的規定については、私

人間効力の問題などの人権総論分野に議論
を委ねてきた点である。従来の社会椛論は、
福祉（２５条）教育（２６条)、労働（２７，２８
条）という人権各論分野において、その「権
利」の内容の充実に腐心してきた。しかし、

社会福祉を向上する国の努力義務（２５条２

項)、勤労条件法定主義（２７条２項）といっ

た、社会権保障に資する客観法的規定につい
ては、社会権論それ自体はあまり焦点を当て

ず、私人間効力の問題（私的分野における実
質的平等の保障）という観点からの検討に、

議論を委ねてきた。第三に、労働権、勤労条

件法定主義（２７条）についての議論がほとん
どなされていないことである。福祉、教育、

労働基本権（特に公務員の労働基本権）の問
題は従来の社会権論において焦点が当てら
れてきたが、私企業に勤める労働者の権利、

国が定めるべき労働についての法律とは何

かといった２７条の議論はほとんどなされて

こなかった。労働者の形態が多様化し、労働
基本権が対応する集団的労使関係が十分に
機能するとは言いがたい現在、個別的労使関
係に対応する２７条の検討が求められていた。
２．研究の目的

本研究の目的は、いわゆる「格差問題」に
対する憲法学からの規範的指針の提示、とり

わけ客観法規定（２５条２項、２７条２項）か
らの規範的指針の提示である。

３．研究の方法

本研究は、①日本における社会権論の限界
を明らかにし、②アメリカにおける、社会権
に関する客観法的規定をめぐる議論を検討
し、③②から日本への示唆を見出すという、
３つの段階に分けて行われた。

（１）２０１０年度

２０１０年度は､①の点を中心に検討を行った。
第一に、拙稿「司法による生存権保障と憲法

訴訟」（後述研究業績④参照)、研究報告「生
存権と制度後退禁止原則｣）（後述学会報告③
参照）においては、日本国憲法２５条につい

ての通説とされる抽象的権利説と制度後退
禁止原則との関係を検討した｡拙稿では､(A）
法律による初動を憲法上要請できない抽象
的権利説を前提としても、少なくとも行政裁

量が問題となる事案においては、憲法的価値
を入れ込んだ「違法」判|新による権利保障が
要請されること（Ｂ）今後老齢加算の廃止を

はじめとする制度後退が本格化するならば、
いままで法律から吸い取ってきたはずの生

存権の権利内容が憲法上の規範として機能
するのかどうか、抽象的権利説の真価が問わ
れることを兼張している。第二に、拙稿「老

齢加算廃止に対する初の違法判断」（後述研
究業績⑤参照）においては老齢加算訴訟の高
裁判決を検討し、制度後退禁止原則が現在の
判例法理においてどのように表れているの

かを検討した。第三に、研究報告「２５条の制

定過程」（後述学会報告②参照）を通じて、
制定過程においては生存権を主観的権利と
して規定することがロ本側から提案、主張さ

れたことを検討した。これらの研究成果は、

今までの研究成果とあわせて拙著『生存権の
規範的意義』(後述図書①参照）に反映した。
柵著では、アメリカにおける最新の議論を踏
まえた上で、日本において主観的権利として
の生存権が憲法上規定されていることの重

要性を指摘し、権利の名に値する司法審査が
求められることを主張している。

また、２０１０年度は②の検討にも着手し、
夏に渡米し、議会図書館での資料収集ととも

に、ニューヨーク大学ロースクールのヘレ
ン。ハーシュコフ教授らに対するインタビュ

ーを行った。アメリカの福祉推進義務を規定
する州憲法規定の専門家であるハーシュコ



フ教授との対話は非常に有益なものであり、

２０１０年度においては前述した拙著にその成

果を反,決するとともに､２０１１年度における検
討を行う際にも極めて示唆的なものとなっ

た。また、議会図書館においては、２０１０年
に制定されたアメリカにおける医療保険改

革法に関する文献を中心に資料収集を行い、
２０１１年度における検討に活かすことができ
た。

（２）２０１１年度

２０１１年度は､②､③を中心に検討を行った。
具,体的には、（A）アメリカにおける外国人に

対する労働規制の問題の検討（平成２４年度
に研究成果を公表予定）、（B）アメリカに

おける医療`保険改革をめぐる議論の検討（後
述研究業績②参照）、（C)憲法２５条と生禰保
護制度についての検討〈後述研究業績①参
照）、（D）昨年度からの研究の総括を行っ
た。

（A）は、滞在国において憲法上の地位が

弱い「外国人」の労働規制と憲法との関係を
考察することによって、いわば裏面より労働
と憲法との関係を考察したものである。（B）

は、２０１０年の医療保険改革法の合憲性をめぐ
る判例、学説を検討したものである。（c）

においては、生活保護制度、ひいては労働に
関しても憲法２５条が果たすべき役割を検討

し、（D）のまとめにおいては、昨年度から
の成果を踏まえつつ、に福祉国家」と憲法解
釈についての論文をまとめ、平成２４年度に

公表予定である。

４．研究成果

本研究は、以下の（１）～（３）に挙げた

研究成果を有している。

（１）社会権を主観的権利として憲法上規定

することの規範的意義の再認識

客観法的規定に着目するという意図をも
ってはじめた本研究ではあるが、前段階とし

て従来の社会権論を再検討する際に、改めて

主観的権利として社会権を憲法上規定する
ことの規範的意義を再認識することとなっ
た。具体的には、２０１０年度にアメリカにおい
てハーシュコフ教授と議論した際に、憲法上

に福祉に関する規定をおくことは「最低限度

の歯止めとなる」という認識では一致したも
のの、主観的権利として規定していないアメ

リカでの議論をそのまま日本に読み替える
ことには違和感を覚えた。その違和感につい

て、日本に帰国後、アメリカにおける最新の
議論を踏まえつつ、口本における社会権論の
史的展開も丁寧に追った上でまとめたもの
が拙著（後述図書①）である。そこでの結論

は、第一に、社会権を主観的権利として憲法
上規定することには、例えば生活保護制度に
おいて生涯受給年数の上限制度を設けるこ
となどは端的な権利侵害として違憲となる
など、従来中心に議論されてきた制度の合卵

性の問題とは別の問題をも改めて「憲法問

題」として認識すべきであるとのことであっ

た。第二の結論としては、２５条に関する裁量

が問題となる事案においては、法令違憲のみ
ならず、適用違憲（処分違憲）の判断を下す
余地を司法は検討すべきであり福祉制度の

合理性が過度にｌ１ＩＩ象的に審査され、原告の

「健康で文化的な最低限度の生活」を侵害し

ていないかが真剣に司法において審査され
ないのであれば、主観的権利としての２５条

の存在意義の許されない軽視であるとの主
張であった。

本研:究が、従来の社会権論を改めて整理し

た上で主観的権利としての意義を再評価し
た点は、単なる比較法研究ではない、日本の
学問的蓄積を踏まえた上での憲法解釈論の
見解の提示として一定の新味があるものと
思われる。

（２）客観法的規定の重要性

客観法的規定に着目するという本研究の

当初の目的については、主に①医療保険改革
法をめぐるアメリカの判例、学説の検討、②
労働法制に関する憲法の関わり方について
の検討を行った。

①については、国民健康保険や国民年金に
おける強制加入制度について、２５条を根拠に

簡単に合憲と判Nil了してきた日本における議

論と、医療保険への加入を原則として命ずる
法を制定することがそもそも憲法上許され

るのかという点が争われる（福祉国家を直接
指示する規定を欠く）アメリカにおいての議
論との比較検討を行った。

医療保険改箪法について、最新の判例を踏

まえつつアメリカの現状を分析したものと

して（後述研究業績②参照）本研究は一定の

意義を有する。また、平成２４年度に公表予
定である「福祉国家」と憲法解釈についての

論考においては「強制加入制を合憲とする際
には２５条の規範的効力を利用する￣方で、
社会法の給付水準を審査する際にはあまり

２５条の規範的枠組みが積極的には機能して
いない」という問題意識に立ちながら、厳密

に憲法解釈をするのであるならば、①強制加
入制度や制度存続自体の合理性などの問題

についてもアメリカと同程度に厳格な審査

を行うか、②給付水準についても極めて広範
な裁量論で処理するのではなく強制加入を
合憲としたときと同じように２５条の存在意

義を強く認識したうえで審査すべきとの結

論を出している。この論考は、従来見落とさ
れてきた社会法の制定自体の合憲性を強く
担保するという、社会権に関わる客観法的規
定の重要性を指摘している。少子高齢化や財

政難を理由に、制度後退や制度廃止が繰り返
されることが予想される日本においては、今
後そもそもの制度の合理性が問われるよう
になることが予想されるが、本研究はそのよ



うな問題意識に答えるものとして、一定の意
義を有する。

また、本研究は、生活保護制度に限定して
ではあるが,伝統的な裁判規範性の問題の検
討も行った。現行の生活保護制度においては

基準の算定方法は法定されているわけでは

ないため、裁判所が「検算｜を行うiil[接の実
定法上の具体的根拠はない。それゆえ、給付
水準のレベルを争う法廷の解釈論争は我田
引水の立証方法に基づくものとなることが

多い。本研究が最新の判例も含めて検討を行
ったところ、裁判所は国側の立証については

数値の具体的根拠が示されなくとも、その合
理性を認めつつも、原告側の立証については
数値の具体的根拠を示していたとしても、そ
の数値を出した方式の合｣Ｗ'二が認められず、
国側と比べてあっさりとその手法の採用が

否定されているケースがあることが明らか
になった（後述研究業績①参照)。これを踏
まえて、本研究は、司法は、国が採ハルた基

準には少なくとも原告の主張を凌駕しうる
だけの合理性は認められることは示す必要
があり、従来広く認められてきた大厭による
「′1三活外的要素」の考慮範l11ilについても、も
う少し厳格にJ謹準を示すべきだとの結論を
出している。本研:究は、，伝統的な裁判規範性
の問題についても、近時の判例を踏まえつつ

考察を行ったものとして一定の意瀧を有す
る。

②についての｛J｢究成果は､|上成２４年度に公
表予定であるが､２０１１年度にアメリカにおけ
る外国人に対する労働規制の問題の検討を
行い、福祉に関する問題の検討を行う際にも、
特に〈'三活保護の問題を検討する際には就労
の|M]題とは切り離せないことから、その意味
においても労働と憲法との関係について検
討を重ねた。①で得られた知見を踏まえつつ、
労働法制についても単に労働法を後追いす

るのではない、憲法学上導１１}される規範的指
針を一定程度導出した点において、イ兵研究に
は＿定の意義がある。もっとも、検討の結果
得られた結論とは、憲法学から労働法制に対
して示すことができる規範的指針とは（A）

社会法の制定それ自体は原則としては合憲
とされるということと、（B）よりきめ細やか
な労働法制を柵簗していくためには、ｉｉｌ洞は
個々の人権に還元するかたちで議論を構築

する必要性があることという点に（蝋純化す
れば）集約されるものであり、その意味にお
いては、本研究が示した撮針は控えめなもの

であるとの評価を受けるだろう。もっとも、
客観法的規定に着目するという新味のある

手法によって結論を出したという点'４１体に

も一定の意義があり、得られた結論が控えめ
なものであることが本ｲﾘ1:究の意義を失わせ
ることにはならないものと考える。

（３）いわゆる「格差問題」に対.する憲法学

からの規範的指針の提示

本研究は、（１）（２）を踏まえて、いわゆ

る「格差1111題」に対する憲法学からの規範的
指針とは以下のようなものであると結論付
けた。まず、①立法府は、福祉に関しては、
主観的権利として憲法上生存権が規定され
ていることを重視すべきであって、法律によ
って制度の利)in上限などを設けることは原
則として許されない。②立法府は、労働に関
しては、多様化する労働者形態にあわせた、
ひとりひとりの「労働権」に目配りしたきめ

iilllやかな労働法制をliMi簗することが求めら
れる。③司法が社会法の制定自体の合憲性に
ついて、２５条２項、ないし２７条２項という
社会法に関する客観法的規定により、その合
繊性を積極的に認めるのならば、給付水準に
ついても極めて広範な裁量論で処理するの

ではなく、その条項の存在意義を強く認識し
たうえで真懲に審査を行うべきである。
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